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世代間階層移動モデルにおける不確実性と所得格差

　　　中　村　　　保

丁α〃ZOおπ　八乙4κ4ルノ膿凶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要約

　近年，中国・韓国といった東アジアの中進国及び日本をはじめとした先進諸国で，経済的格差の拡大が大きな問題

となっている。同時に，格差あるいは社会階層の固定化が進んでいるとの指摘もある。本稿では，これらの背景には

人的資本獲得のための費用の上昇と不確実性の高まりがあるのではないかと考え，教育費用とその不確実性が世代間

階層移動と所得格差に与える影響について分析する。その結果，不確実性の増大は所得階層の固定化を進めるととも

に，所得格差も拡大させることが示される。また，所得に占める必要な教育費用のシェアが所得とともに上昇する場

合，不確実性の増大が中期において階層の固定化と所得格差の拡大をより大きくすることも明らかにされる。

1　はじめに

　2012年の韓国大統領選挙で「経済格差の是正」が選挙の争点になったのは記憶に新しい。しかし，そ

の韓国の2010年時点での所得ジニ係数は0．315で，他のOECD諸国と比較して決して高い数字ではない。

ただし，所得上位の1％の人々が所得全体の16．6％を受け取っており，所得の上位集中度はOECD諸国

の中でアメリカに次いで2番目で，これが経済格差を際立たせているように思われる。1）また，2013年1

月18日の中国国家統計局発表によると，中国の所得ジニ係数は，2000年は0．412，2003年には0479，2008

年には0．491と上昇の一途をたどっていた。2012年には低下へ転じたが，依然0．474という高水準のまま

である。2）この事実は，図1によっても確かめられる。1990年代前半に0。3代の前半だった中国のジニ係

数は，2000年代後半には0．4代の前半まで上昇している。ただし，中国のジニ係数はついては，これら

のデータよりもっと高いという報告もある。中国の西南財経大学（四川省）の調査では，2010年段階で

α61に達しており，実際どのくらいの所得格差があるかは，先進諸国に比べてまだ不透明な部分もある。

31 しかし，日本を含めた東アジアの主要3か国で近年所得格差が拡大し，それが大きな経済及び社会問

題となっているのは事実である。

＊故安部一成教授の「経済原論1」及び「日本経済論」の授業を受講する機会がなければ，私はおそらく研究者・教員への

道を選ばなかったと思います。安部先生の迫力のある，熱い思いが込められた講義は今も私の記憶の中に鮮明に残っていま

す。また，先生の研究への意欲は最後まで衰えることがなく，最後にお会いした際にも私の研究に対する鋭い質問とコメン

トを頂きましたが，きちんと答えることができず，深く反省しています。安部教授は，山口大学のもう一人の恩師，故山本

英太郎教授とともに，研究者として，教育者として，これからもずっと私の目標であり続けると思います。安部先生，本当

にありがとうございました。本稿作成にあたり，山口大学の衰麗暉先生と市川佑子さんにご助力頂きました。また，本研究

は，公益財団法人日本証券奨学財団の助成を受けた研究及び科学研究費補助金・基盤研究（課題・番22530180）の成果の一部

です。ここに記して謝意を表します。

1）『中央日報日本語版電子版』2012年4月23日。

2）『産経新聞』2013年1月19日朝刊。

3）『日本経済新聞』2012年12月11日朝刊。
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図1　代表的な「中進国」とOECD諸国の所得ジニ係数の動き（出所：OECD（2011）51ページ）

　経済的格差の拡大が問題になっているのは，これらの3か国，あるいは東アジアだけではない。図1の

グラフから，ブラジルとインドネシアを除く主要な「中進国」において1990年前半から2000年代後半に

かけて所得に関するジニ係数が上昇し，その上昇幅がOECD諸国の平均と比較しても大きいことが分

かる。図2のグラフは，そのOECD諸国の中でも1人当たり所得が高いG7諸国のここ約25年間の所得

ジニ係数の動きを示している。もちろん国によって値や変動の仕方にかなりの違いはあるが，ほぼすべ

ての国で上昇している。このことが最近になってより大きな問題になっているのは，格差が容認される

レベルを超える水準に近づいたというよりも，サブプライム危機までは，多くの国（特にアメリカ）で

は，格差の拡大という重要な問題が経済成長の陰に隠れてしまっていたためであろう。
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図2　G7諸国の所得ジニ係数の動き（出所：OECD（2011）25ページ）



世代間階層移動モデルにおける不確実性と所得格差 （69）　－69一

　図1や図2のグラフのように，経済格差は所得などのフローの概念を用いて定義することが最近では

一般的である。実際経済的な格差と言えば，多くの人が所得格差を思い浮かべるであろう。しかし，

格差はフローのレベルだけではなく，ストックのレベルにおいても存在する。安部一成教授は，1990年

に行われた最終講義において，「土地の価格の高騰株価上昇の過程において，家計の資産保有分布に

おけるジニ係数の上昇がみられる。アメリカ，イギリスの値をはるかに下回っているとはいえ，係数の

増大傾向には留意しておいてよいであろう」（山口経済学雑誌第39巻第3・4号439ページ）と指摘され，

当時日本でストック面での経済格差が生じてきており，それが日本経済の懸念材料であると述べられて

いる。その後，バブルが崩壊しストック面での格差は大きく縮小したように思われるが，低成長の中で

フロー（所得）の分配における不平等が大きく拡大している。4）

　格差という言葉そのものには悪い響きがあるが，格差には良い面があるのも事実である。格差が人々

に，労働革新発明等へのインセンティブを与えていることを否定する人はほとんどいないであろ

う。そして，勤勉さ，創意工夫，才能の発現などの結果として，格差が生まれているのであれば，人々

はそれを受け容れることができるし，またある程度は受け容れるべきであろう。格差が経済に健全な活

力を与えていることは間違いのない事実である。逆に言えば，社会にとって健全でない格差が存在する

ことが問題なのである。そのような格差及び結果としてそのような格差をもたらすものとして，少なく

とも次の3つを指摘することができよう。第1に，あまりにも極端で社会的に許容できない格差である。

一所懸命に働いても生活が困難な人がいる一方で，あまり仕事もせずに贅沢を極めた生活をしている人

がいるとすれば，その格差が仮に経済学的に正当化されたとしても，是正されるべきである。これは単

に経済的な意味からだけではない。社会が許容できないような格差は，当然ながらその社会そのものを

否定しようとする力を生むために，政治の不安定・混乱や犯罪の多発などの様々な社会不安を生み出す

ことになる。5）

　第2に，運や偶然によって決定されている格差が挙げられる。才能に恵まれているということだけか

ら高い所得を得ている，ポストに限りがあるために同じように努力をしているのに特定の人だけしか昇

進できない，あるいは，事故や病気で自らの能力が発揮できなくなってしまった，ということから格差

が生じているとすれば，それらの格差を正当化することはできない。しかし，このような格差は正確に

把握することが難しいものでもある。才能があることは，才能を開花させるための必要条件ではある

が，十分条件ではない。その人が得た経済的利益を才能や運による部分と努力による部分に完全に分解

するのは不可能である。人より優れた業績を残している人は，人より多くの努力をすることによってそ

れを達成したのであろうが，他の人からは才能によるものであるとか，良いメンターや支援者に恵まれ

た等々の，幸運によるものだとか思われがちである。しかし，それにもかかわらず，格差について運や

偶然によって決定される部分があるのは否定できない。

4）安部教授は，日本の短期的な所得分配の問題についても多くの研究をなされている。その際には，例えば安部（1987）

　に見られるように，需要側の要因と供給側の要因の両方を詳しく検討されている。本稿では，中長期的な所得分配を考

　察するために，需要側の要因は捨象して供給側の要因にのみ焦点を当てて分析を行っている。

5）一般的には，0．4が社会的な警戒を必要とする所得ジニ係数の水準であると言われている。図1にはそのような国が含まれ

　ており，実際に犯罪の多発等の社会的な不安定に直面している国もあるように思われる。
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　第3が，本稿で焦点を当てる，格差の固定化である。一般的に，親が豊かであればその子供たちも豊

かになり，親が貧しければその子供たちも貧しくなる，という傾向があるのは否定できないし，それ自

体必ずしも悪いことではない。そのような傾向があるからこそ，親は「子供の将来のためにも」豊かに

なろうと努力するのであり，それが社会全体を豊かにすることにもつながる。しかし，格差が世代を越

えて固定されてしまうようになると，社会が活力を失ってしまうのも事実である。この格差の固定化

は，2番目に挙げた運や偶然によって決定される格差の一つ，あるいはその極端なケースであると考え

ることもできる。なぜなら，どのような家庭に生まれるのかという出生時点での運あるいは偶然によっ

て，その後の人生が決まると考えることができるからである。

　前に述べたように，格差は人々へ努力しようというインセンティブを与える。それゆえ，明確に区別

できるような経済的な階層が存在すれば，格差はより高い階層への移動のインセンティブになっている

と考えることができる。そして，スムーズな階層移動が実現すれば格差そのものが縮小することにな

る。格差の縮小は階層移動のインセンティブを減少させるので，階層移動がスムーズな下で長期におい

て実現する格差は，人々が受け入れた格差であると考えることができる。つまり，格差が世代間での階

層移動を惹き起こし，その結果格差が縮小するというフィードバックがうまく機能していれば，たとえ

格差が長期的に持続していたとしても，格差が固定化しているとは言えない。なぜなら，人々がより高

い階層移動に到達するために必要な様々な費用と，その階層に到達した時の便益を主体的に比較して，

その格差を受け容れていると考えうるからである。

　それでは，実際に格差と世代間階層移動の間にはどのような関係があるのであろうか。Blanden　et．

aL（2005）等の研究によると，先進諸国では，階層移動と所得格差の間には負の相関関係があることが

指摘されている。具体的には，格差が大きい国ほど階層間の流動性は低く，逆に格差が小さい国ほど流

動性が高くなっている。この事実から，階層間の流動性の高さが格差を縮めている，あるいは，流動性

の低さが格差の縮小を阻んでいる，とも解釈できるが，その因果関係は必ずしも明らかではない。なぜ

なら，一つの経済内での比較ではなく国際間の比較であるために，階層間の流動性は高めるが格差は低

くするという，その国特有の別の要因が存在する可能性を否定できないからである。しかし，格差が固

定化している国（流動性が低い国）とそうでない国（流動性が高い国）が存在する可能性があること，

及び格差の固定化（流動性の低さ）と格差の大きさには正の相関があることだけは指摘することができ

るであろう。6）

　それでは何が階層移動を阻害し，階層間の流動性を低くしているのであろうか。格差の大きな部分が

有形の資産（tangible　assets）によって決定されていた時代とは違い，現在は経済格差の大きな部分が

人的資本という無形の資産（intangible　assets）の違いによってもたらされている。7，そのため，その人

的資本獲得の障壁が階層間の流動性を低くしていると考えることができよう。そこで本稿では，人的資

6）流動性が低く格差が大きい経済としては，アメリカ，イギリスのいわゆるアングロサクソンの国があり，流動性が高く

　格差が低い経済としては，大陸ヨーロッパ諸国とカナダが挙げられる。

7）有形の資産が所得格差の主要な要因であった頃の日本の所得分布については，Saez　and　Moriguchi（2008）を参照。有

　形資産がもたらす格差は，ストック（土地や物的資本）の再分配政策によって劇的に変化することも分かり，非常に興

　味深い研究である。
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本獲得のための費用をその障壁の一つであると考え，その費用と確実性に焦点を当てて分析を進める。

　本稿の論文の基礎になるモデルは，Maoz＆Moav（1999）によって提示されたものである。彼らの論

文は，世代間階層移動を通して生じる経済発展のプロセスを巧みに描写している。彼らのモデルでは，

経済の発展過程で世代間階層移動が高まり所得格差が縮小していく。しかし，それは，Nakamura　and

Murayama（2011）が指摘しているように，所得に占める教育費用（人的資本への投資費用）のシェア

が所得の上昇とともに低下するという仮定に決定的に依存している。格差が上方への階層移動のインセ

ンティブになり，階層移動を通して所得が上昇する。その際に，所得の上昇とともに所得に占める階層

移動に必要な教育費用のシェアが縮小していく，という仮定のために，所得の増加が世代間の階層移動

を促進し，格差が次第に縮小しながら経済が発展することになる。逆に言えば，この仮定を変えれば，

モデルの動学的な性質も大きく変化することになる。

　教育費用や教育制度が所得格差や世代間階層移動に大きな影響を与えるということは，他の多くの研

究でも指摘されている。例えば，Davies，　Zhang　and　Zeng（2005）は，公的教育制度の下での社会階層

移動と私的教育制度の下での社会階層移動を比較して，公的教育制度は私的教育制度に比べて，社会階

層移動をより活発にすることを示している。また，Hassler，　Rodriguez　and　Zeira（2007）は，労働市場

の制度的特徴と教育への公的補助が階層移動を決める鍵となることを，動学モデルを用いて明らかにし

ている。しかし，ほとんどの研究が確定的環境の下での，つまり不確実性がない状況下でのモデル分析

にとどまっている。これに対して，本稿では教育費用が不確実である状況での所得格差と世代間階層移

動を分析する。

　具体的には，Maoz　and　Moavのモデルを2つの方向で拡張したモデルを用いて分析を行う。その2

つとは，（1）不確実性とそれに伴う機会回避的行動の導入，（2）教育費用関数の一般化，である。第1

に，彼らのモデルでは，個人はいかなる意味での不確実性にも直面していないのに対して，本稿に登場

する個人は，自らの教育費用について不確実である段階で教育に関する選択を下さなければならないと

仮定する。ただし，この経済には，集計レベルでの不確実性は存在しないので，個人は市場で決定され

る賃金等についてはきちんと予測できる。第2に，Nakamura　and　Murayamaと同様に，一般化された

教育費用関数を用いる。これによって，不確実性が変化した後での格差と階層移動の変化が，教育費用

関数の形状にどのように依存するかを分析することが可能になる。

　本稿の構成は以下の通りである。第2節では，教育費用に不確実性が存在する下での世代間階層移動

モデルを提示する。第3節では，階層移動に関する動学方程式を導出し，不確実性が世代間階層移動と

所得格差に与える影響を分析する。第4節で，本稿で得られた結論を要約し今後の課題について述べ

る。

2　モデル

　無限期間の世代重複経済を考えよう。各個人は2期間生存する。簡単化のために，人口は一定で，そ

れを1に基準化し，1人の親に1人の子どもが生まれる状況を考えよう。つまり，1つの家計に2人の

子供が生まれるという状況を考える。各個人は1期目（幼少期）には全く働かず，親からの援助（所得
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移転）を受け，それを消費と（必要であれば）教育に支出する。彼らは，2期目（成人期）には働いて

賃金を受け取り，それを自らの消費と子供への所得移転のために支出する。経済には集計レベルでの不

確実性は存在しないが，各個人は自らが能力を獲得するために必要な費用（教育費用）について完全に

は知りえないと仮定する。つまり，個人は全体としての教育費用の分布や，市場でどのような均衡が実

現するかは正しく知っているが，自らが教育費用の分布の中のどの位置にいるかについては正確には知

りえないのである。

2．1　予算制約と成人期の選択問題

　t期に生まれた個人ゴの，t期における消費をcl，教育費用を駕，親からの移転所得をκ1，　t＋1期にお

ける消費をd．1，子供への移転所得を名．1，賃金を〃｝．1としよう。この個人が教育を受けることを選択し

た場合，各期の予算制約式は

　　　cl＋房＝κ1（t期），61．1＋κ1．1＝狐1（t十1期）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1a）

となる。一方，教育を受けないことを選択すると，それらは

　　　ol＝κ1（t期），　cl．1＋κ1．1＝麟1（t＋1期），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1b）

となる。ただし，添字のεは「教育を受ける場合」を，κは「教育を受けない場合」をそれぞれ表して

いる。教育を受けると熟練労働者になり高い賃金を得ることができるが，教育を受けないと未熟練労働

者になり受け取る賃金が低くなる。よって，磁1＞麟1である。ここでは，簡単化のために，Maoz　and

Moav（1999）と同様に（資金の）貸借の市場は存在しないと仮定する。そのために，（1a）と（1b）の

2つの予算制約を統合して1つの異時点間の予算制約式にすることはできない。8）

　個人ガの効用拓は，第1期（幼少期，ここではt期）の消費clと第2期（成人期，ここではt＋1期）

の自らの消費olおよび子供への所得移転額κ｝．1の増加関数であると仮定する。さらに，効用関数を以下

のように対数線形に特定化する。

　　　241＝logcl＋logcl＋1＋109κ｝＋1．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　通常のように，ここでの最大化問題も後ろ向きに解くことができる。まず，個人ガは自らが成人期

（t＋1期）にいると考えて，賃金z〃1．1をどのように消費と所得移転に振り分けるかを決める。そして，成

人期の行動とその行動から得られる効用を考慮しながら，幼少期（t期）に教育を受けるかどうかを決

定する。

　成人期の最大化問題は以下のようになる。

max　E，．1［10gc；．1＋109幻．1］

d．函ウ

subject　to　cl．1＋κ1．1二刎1．1，餅・1∈｛z〃望・1，躍・1｝． （3a）

ただし，E，．1は期待値演算子である。この経済には集計レベルでの不確実性は存在しないので，市場で

実現する（z〃1．1，2〃望．1）は個人にとって既知である。よって，上記の問題において期待値を計算する必要は

8）それゆえ，異時間に渡る消費の平準化も行われず，それに伴う効用の損失が生じる。しかし，消費の平準化が全くなさ

　れないわけではない。教育を選択することによって，幼少期の消費を減らし，教育投資による収益（より高い賃金）を

　利用して，成人期の消費と子供への移転所得を増やすことはできる。



世代間階層移動モデルにおける不確実性と所得格差 （73）　－73一

ない。すなわち，最大化問題は，

max［log　ol．1＋lo9鱗．1］subject　to　cl．1＋κ1．1＝〃1．1，ω1・1∈｛〃1・1，躍・1｝．
c歯淵．1

と書き直すことができる。最大化行動の結果得られる成人期の効用，すなわち，

以下のように成人期の賃金ω｝．1だけの関数となる。

　　　2（〃，．1）≡max［logcl．1＋10g端．1］＝10g（ω1．1／2）＋log＠1．1／2）＝210g（〃1．1／2）．

　　　　　　　‘1．［頭．、

（3b）

成人期の間接効用は，

（4）

2．2　不確実性と教育選択

　次に幼少期（t期）の教育選択の問題を考えよう。個人ガは，親から所得移転エ｝を受け取り，教育を

受ける場合はそれを消費と教育に支出し，教育を受けない場合はすべて消費に支出する。ただし，熟練

労働者になるために必要な教育費用は個人によって異なり，教育を受けるかどうかを決める段階では，

それは不確実であると仮定する。確率変数である教育費用を房で表すと，教育を受けることを選択した

場合の生涯の期待効用は，

　　　E｛lo9（c｝）＋z（z〃望＋1）］＝E｛log（κ1一房）＋z（z〃望＋1）］，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5a）

となる。一方，教育を受けないことを選択した場合の期待効用は，

　　　E｛lo9（cl）＋2（z〃彰＋1）］＝log（κ｝）＋2（z〃琴＋1），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5b）

となる。よって，

　　　E｛lo9（κ1一房）］＋2（z〃望＋1）≧log（κ｝）＋z（zo紫＋1），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

であれば，個人ガは教育を受けることを選択する。

　分析を簡単化するために，各個人は自らの教育費用が2σの幅に一様に分布していると予想していると

考えよう。例えば，ある個人が自らの教育費用の期待値（平均値）を房と考えているとしよう。この場

合，この個人は自らの教育費用が，房一σと房＋σの間に一様に分布していると考えていることになる。

つまり，房の密度関数ノ（葡は，

　　　∫（励一髪，　　　　　　　　　　　（7・）

となり，当然ながら，房の期待値は，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ　　　ん　び　　　　

　　　莇｝一駕瞬）4石｝一駕髪畦（ギー411σ一房　　　　　（7b）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ん｝一σ

となる。それゆえ，教育を受けた場合の消費からの期待効用を以下のように計算することができる。

E｛1・9（・｝一励】一駕1・9（・1一励∫（励痂

　　　　一髪［（κ｝一房）（1－109（κ｝－1zl）］：：ニ

　　　　ー髪［（濡一σ）（1－1・9（・｝一ゐ｝一σ））一（繍＋・）（1－1・9（・｝一房＋σ）1
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　　　　　　　一髪［・｛1・g（名一届＋σ）－ln（・｝一ゐ｝一σ）｝

　　　　　　　　　　　　　　　＋（名一房）lo9（κ｝一房＋σ）－lo9（観一1z｝一σ））－2σ］　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

　このままの形では分析が複雑になるので，log（κ｝一房＋σ）とlog（κ｝一乃｝一σ）をσの関数とみなして，2次

の項までマクローリン展開して近似すると

　　　ln（κ；一乃｝＋σ）≡1・9（・｝一石｝）＋。鵡σ一2（。去励♂・

　　　ln（・｝一ゐ｝一σ）≡1・9（・｝一ん｝）一点σ一2（。1≒励ゲ

となる。これらを用いると，（8）式において

　　　（κ；一駕）（log（κ｝一房＋σ）－log（観一1zl一σ））－2σ≡2σ一2σ＝0

であることが分かる。よって，研log（名一励］の近似値は，

　　　E｛1・9（・｝一励］≡1°9（κ｝一乃｝＋σ）ラ1°9（慨σ）　　　　　　（9）

となる。9）

　この近似式を用いると，教育を選択するための条件

　　　E｛lo9（κ｝一房）］＋2（z〃卸1）≧log（κ｝）＋9（〃聾1），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10a）

は以下のように書き直すことができる。

　　　1°9（κ｝一届＋σ）ラ1°9（κ｝一乃｝一σ）－1・gω≧21・9〔割＋21・9〔割　　　（1・b）

さらに書き換えると

　　　励）・一鵡）翻㏄ゐ｝ン1一ト1）慌洞嗣　　　　　（10c）

となる。それゆえ，個人ガが教育を受けるか受けないかを決める臨界的な教育費用房は以下のようにな

る。

　　　伽｝一←｝）側＋ず　　　　　　　　　　　（11）

この届は，教育を受けるための支払許容額を示しており，個人ゴは実際の教育費用が駕と同じかそれ以

下であれば，教育を受けることを選択する。すぐに分かるように，不確実性を表すσが大きくなると支

払許容額は小さくなる。つまり，不確実性が増大すると教育に払っても良いと考える支出額が低下する

ことになる。これは，不確実性が増大すると，費用が不確実である教育投資をやめて，1期目の消費を

増加させて確実に効用を得ようとするためである。1°）

9）もちろん，（9）式の中のlog（κ1一乃｝＋σ）とlog（κ｝一乃；一σ）についてもマクローリン展開を用いて近似することもできるが，

　特に必要ないので，このままの形で分析を進めることにする。

10）具体的な数値例を用いると次のように説明することができる。この個人にとって，大学に進学した時の効用が，高校を

　　卒業してすぐに就職した時の効用よりも高くなるためには，本来，大学での教育費用が1㎜万円以下であれば十分であ
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2．3　親世代の影響と教育費用の分布

　（11）式から，個人の教育に対する支払許容額を決定するものとして，不確実性の他に，①次の期の

（予想）賃金格差麟．1／蛎1と，②親からの移転所得κ1があることが分かる。このうち賃金格差と不確実

性はすべての個人にとって同じであるので，個人間での支払許容額の相違は，親からの移転所得の違い

だけから生じる。そして，前に見たように親には2つのタイプしかないので，2種類の支払許容額があ

ることになる。もし親が教育を受けていれば（熟練労働者であれば），支払許容額は，

　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　μ4　－　2　　ε　π4　一　　　彦揃喘＋ゲ2一誓一撫1｝＋ゲ2

となり，もし親世代が教育を受けていなければ（未熟練労働者であれば），支払許容額は，

　　　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　れ　　る　　　　　　　　　り　　　　　　あ　　　　　あ　　る　　　　　

　　　房一・7－（・1）慌＋ゲ2書一・講汁ゲ2

（12a）

（12b）

となる。

　繰り返しになるが，（12a）と（12b）の2式は，教育に対する支払許容額を表しており，それは親の

属性によって2つだけ存在する。これに対して，実際に掛かる教育費用は個人ごとにすべて異なる。11）

ここでは，個人ゴのt期における真の教育費用は

　　　房二96（”，），　c’（勿，）＞0，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

で表されると仮定しよう。θ‘は個人ガの学習能力を表しており，θ多が高いほど学習能力は低く，逆に必

要な教育費用は高くなる。勿，は経済における平均賃金である。教育の費用は，平均賃金，つまり一人

当たり所得の増加関数であると想定されている。さらに，9は，親の属性（熟練であるか未熟練である

か）とは無関係に，屹∂）の間に一応に分布していると仮定しよう。12）それゆえ，塵，判C（励，乃，＝θC（副

と定義すると，房も区間（忽万，）の間に一様に分布することになる。

　個人ガは，自分の真の教育費用房を平均値としては正しく知っているが，100％の確信を持っている

わけではない。それゆえ，不確実性と危険回避に基いて支払許容額房を計算する。親が熟練労働者で

ある個人を例に，教育選択の問題を考えてみよう。房≦観つまり教育費用が支払許容額と等しいか下

回っている場合は教育を受けることを選択し，駕〈房，つまり教育費用が支払許容額を上回っている場

合は教育を受けないことを選択する。親の属性とは無関係に個人の必要な教育費用は決定されているの

で，親が教育を受けていても受けていなくても，個人の必要な教育費用は区間（忽ん）の間に一様に分

布している。不確実性がない場合の支払許容額を房（0），不確実性がある場合の支払許容額を房（σ）とす

ると，房（0）〉房（σ）（ただし，σ＞0）であることは明らかである。

　る。これがσがゼロの時の支払許容額乃1である。ところが，実際にどれだけ教育費用が掛かるか分からない段階では危

　険回避的な行動をとるために，彼女は教育費用が1㎜万円以下でないと（例えば800万円でないと）教育を受けることを

　選択しない。この低い金額（この例では800万円）がσが正の時の支払許容額砿σ）（σ＞0）である。

11）後で説明するように，親が熟練である家計と未熟練である家計のそれぞれについて，子供の能力が一様に分布している

　　と仮定するので，「すべて異なる」というのは厳密には正しくない。「熟練未熟練のそれぞれの家計ですべて異なる」

　　という意味である。

12）個人が自らの教育費用がある範囲内で一様に分布しているという前の仮定とこの仮定は整合的である。各個人は，真の

　教育費用が一様に分布していると知っているので，自らもその中のある範囲の中にいると考えるのである。
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不確実性がない場合

トー教育を受け一一一十教育を受けなレ洲

左， 房（σ） 乃f（0） 万
1

トー教育を受ける一一！－一教育を受けない一

　　　不確実性がある場合

図3　教育費用の分布と教育への支払許容額

　親が熟練労働者である家計の個人を例に，教育費用の分布と教育への支払許容額を表したものが図3

である。不確実性がない場合，区間匝、乃1（0）］に属する人は届≦乃1（0）の状態にあるので教育を受ける

が，協（0），万，］に属する人は彦く駕であるので教育を受けない。同様に，不確実性がある場合は，区間

［ん，房（σ）］に属する人は駕≦乃ッ（σ）の状態にあるので教育を受けるが，乃1（σ），万，に属する人は彦く砿σ）

であるので教育を受けない。つまり，不確実性とそれに伴う危険回避的な行動のために，房（σ）と房（0）

の間にいる人々が教育を受けなくなってしまうのである。

2．4　技術と要素価格

　技術は以下のコブダグラス型生産関数によって表される。

　　　｝う＝／1E｝　αひα，　　ノ4＞0，　0〈α＜1，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14a）

ただし，E，は熟練労働者数αは未熟練労働者数をそれぞれ表している。各期の人口（労働者数）を1

に基準化しているので，E，＋α＝1となり，生産関数を以下のように書き換えることができる。

　　　y｝＝ノ1E｝　α（1－Eピ）α．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14b）

　均衡では，各生産要素はその限界生産力に等しい報酬を受け取るので，

　　　麟一（1－・）澄〔1i男レー・孟1謂一1　　　　　　（15・）

となる。よって，均衡における賃金格差は

　　　誰一≒α〔1－E，E，〕　　　　　　　　（15b）

となる。以下では，均衡ではつねにE，＜1一αが満たされ，それゆえ，z〃1＞塀が成り立っていると仮定

して分析を進める。

2．5　上方移動と下方移動

　熟練労働者数E，の変動は，上方移動と下方移動という2つの世代間階層移動によって説明することが
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できる。上方移動とは未熟練労働者の家計に生まれた子供が熟練労働者になることを，下方移動とは熟

練労働者の家計に生まれた子供が未熟練労働者になることを，それぞれ意味している。まず，上方移動

から説明しよう。

トー上欄一十一一世代間階層鰍し一→

々， 房（σ） 万
∫

図4　未熟練労働者の家計の教育費用の分布と上方移動

　t期には1－E，の未熟練労働者が存在している。前に述べたように，生まれている子供の教育費用は，

親の属性とは無関係なので，図4で示されているように，々，ニθ6（勿、）とんニθc（勿，）の間に一様に分布して

いる。その中で，教育費用が支払許容額房（σ）より小さい者だけが，教育を受けて次の期に熟練労働者

になる。つまり，全体万「々，の中の房（σ）一塵，だけが教育を受ける。それを割合で示すと（房（σ）一々，）／（万，

一
々，）であり，それに未熟練家計数である1－E，を掛けた，（1－E，）［傭（σ）魂，）／（万，一々，）］の数の人々が上

方移動することになる。

トー世代間階層移動なし十下方移動一一

忽 房（σ） 万
’

図5　熟練労働者の家計の教育費用の分布と下方移動

　熟練労働者の家計に生まれた個人についても同様に考えることができる。t期にはE，の熟練労働者が

存在し，これらの家計に生まれた子供の教育費用も塵，＝6c（勿，）とん＝θ6（勿，）の間に一様に分布している。

図5に示されているように，その中で，教育費用が支払許容額房（σ）より小さい者だけが，教育を受け

て次の期に熟練労働者になる。つまり，全体乃，一乃，の中の房（σ）一乃，だけが教育を受けるので，それを

割合で示した（砿σ）一々、）／（万，一ωに熟練家計数E，を掛けたE｛（煎σ）一塵，）／（万，一々，）］の数の人々が，次

期に親と同様に熟練労働者になる。逆に言うと，E｛（万，一乃1（σ））／（万，一塵，）］の数の人たちが下方移動する

ことになる。

3．分析

　この節では，上述のモデルの動学的一般均衡を分析する。最初に賃金格差と世代間階層移動によって

生み出される移行過程を考察し，次に不確実性が世代間階層移動や格差に与える影響について検討しよう。
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3．1　動学方程式

　前節までの分析から，動学的一般均衡を満たすE，の動きは，以下の1階の差分方程式を用いて表すこ

とができる。

　　　酬一（1－E∫）聖云忽＋♂告忽一（1－E）讐助1（σ）一嵩・　　（16・）

ここで，ん＝θc（zo，），々，ニρ6（勿，）であることを考慮すると，

　　　酬一（1－E，）房（σ）＋E，乃1（σ　　（θ一θ）c（云），））論　　　　　　　（16b）

となる。ω，．1≡塀．1／ω1．1（＜1）と定義すると，

　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　　万￥（・）一・漁｝）2（ω。1）4＋σ2）7，ゴー卿，

となる。上の式を2次の項までマクローリン展開して近似すると，

　　　房（σ）一酬蝋）・一麦（（・｝）（伽）狩

　　　　　一・1（1－（ω，＋1）・）一÷（（・岡皆

となる。この近似式を動学方程式に代入すると，

　　　酬一（　　16「一θ）C（勿，）｛（1－（轟1齢1一瓦）】一詞一嵩　　　（17・）

となる。ただし，2＝（ωり一2［（κ‘8）－IE零＋（r）－1（1－E廓）］であり，この値は長期均衡で評価されたものであ

る。13）

　狐＝E，麟＋（1－E，）蛎＝Kであることを考慮すると，次式を得る。

　　　酬一2（1∂一θ）隠1）一ガゲ｝一σ皇σ　　　　　　（17b）

ただし」（艸一周1馴・（z）一学弓である・團・（z）は所得に占める纈の

シェアであり，ゴはここでも長期均衡で評価された値である。15）

3．2　移行過程

　位相図を用いて動学過程を分析するために，（17b）の1階の差分方程式を（E、　E，．1）平面に描こう。

そのために，（17b）式を全微分すると，

13）Z＝（ω，．1）－2［（κ9－1E，＋（岩）－1（1－E，）］であるので，実際には，　Z“は定数ではなく，時間の関数となる。ここでは，分析の簡

　　単化と説明の分かりやすさのために，定常均衡で評価された値を用いている。この項を時間の関数としても，分析の本

　　質的な内容には影響を与えない。

14）（17b）式は，σ＝0の時Nakamura　and　Murayama（2011）の（14）式になる。

15）より正確には，「平均」教育費の所得シェアは，（1／2）（θ一⑦c（K）／｝弓＝（1／2）（θ一⑦3（K）となる。
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　　　〔1－2（∂とθ）∫藷）〕幽一一2（∂とθ）僻・てK）艶＋矧　　 （1舩）

となる。この式から

　　　　　4E，．1　　　　　　　　＝＿∫忽η［∫’（K）］，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18b）　　　∫忽〃
　　　　　　4E，

という関係が得られる。つまり，所得に占める教育費のシェア∫（K）が所得の減少関数であればつま

りs’（Z）＜0であれば，熟練労働者数の変動を表す1階の差分方程式は，図6（A）のように，（E．E，．1）

平面上で右上がりになる。それゆえ，図示されているように，熟練家計数は単調に増加していき，やが

て定常状態に到達する。その過程で，賃金格差は縮小していき，その結果，親からの所得移転の差も縮

小していく。これは，階層の世代間での上方移動と下方移動の両方を活発にする。16）

E，＋

E

図6（A）　s’（玲く0の時のε，に関する位相図

　これに対して，∫’（K）＞0であれば，図6（B）に描かれているように，1階の差分方程式は（瓦E，．1）

平面上で下がりになる。それゆえ，熟練家計数E，は振動しながら定常状態に到達する。17）

16）グラフが凹関数になっているのは生産関数の凹性のためであり，この場合，このことが定常均衡E8の安定性を保証して

　　いる。

17）ここでは最終的には長期の定常状態に到達すること，つまり，均衡の安定性を仮定している。定常均衡に収束しない場

　合も考えうるが，本稿では，そのような場合については分析しない。
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E，＋

E，

図6（B）　s’（呂）＞0の時のε，に関する位相図

　このような2つの異なった動学経路が現れる理由については，以下のような簡単で直感的な説明が可

能である。教育を受けるかどうかの意思決定は，教育からの純便益，つまり賃金格差から得られる便益

から教育のための費用を引いたもの，に基づいてなされる。効用で評価されたこの純便益が，正である

個人は教育を受けることを選択し，負である個人は教育を受けないことを選択する。効用関数が対数線

形であるので，個人の行動を特徴づける際に重要な役割を果たすのは，支出や費用の水準ではなく，そ

れらの所得に対する比率になる。つまり，教育費用の場合は，費用の絶対水準ではなくて，所得に占め

る教育費のシェアが重要になる。ここでのモデルには技術進歩がないので，総所得の増加はE，の増加の

みによってもたらされる。18）（15b）式から明らかなように，教育費用に関する仮定とは無関係に，　E，が増

加すれば賃金格差は縮小する。E，の増加とともに所得も教育費用も増加するが，教育費用が所得以上に

増加するかどうかは，教育費用関数のo（K）の形状に依存し，それが経済の動学的な振る舞いに決定的

な役割を果たすことにする。

　所得に占める教育費用のシェアが，所得が増加した場合に低下するならば，つまりs’（Z）〈0である

ならば所得が増加していく時，教育からの便益（賃金格差）も教育費用もともに低下する。この時，

便益と費用が逆の方向に動くことはなく，教育からの純便益は「単調に」しか変化しない。換言すれ

ば，教育からの純便益が，所得の増加に伴って，上下動を繰り返すことはないのである。それゆえ，所

得と格差は定常状態へ単調に収束していくことになる。

　これとは対照的に，所得に占める教育費のシェアが所得とともに上昇するならば，すなわち∫’（K）〉

18）もちろん，E，〈1一αが成り立つと仮定しているからこのように言えるのである。つまり，熟練労働E，が相対的に希少

　であるので，その増加によって生産も増加するのである。
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0であるならばこの単調性が失われてしまう。いま所得が大きく上昇したしたとしよう。前に述べた

ように，それは熟練労働者E、の増加のみによってもたらされる。それゆえ，教育からの便益（賃金格

差）は大きく低下するのに対して，∫’（K）＞0であるために，教育費用の所得に占めるシェアは上昇す

る。つまり，教育投資の純便益が大きく低下し，それによって次の期の熟練労働者数が大きく減少する

ことになる。E，．1の減少が，賃金格差を上昇させ教育からの便益を増加させるともに，相対的な教育費

用も低下させるので，教育からの純便益が大きく上昇することになる。したがって，その次の期の熟練

労働者数は増加し，それが再び賃金格差の縮小と教育費用の増加をもたらす。つまり，教育からの純便

益は期間ごとに上下動を繰り返すことになる。これが，所得，世代間階層移動及び所得格差の循環的な

変動を生み出すのである。

3．3　不確実性の影響

　不確実性の増大というショックが経済にどのような影響を与えるかを分析するために，σの上昇に

よってE，の通時的変動を説明する（17b）の1階の差分方程式がどのようにシフトするかを調べよう。

（18a）式より，

　　　ゴE，．1
　　　　　　＜0．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
　　　4σ

を得る。つまり，（17b）式は，所得に占める教育費用のシェアを表す方程式∫（K）の形状にかかわりな

く，下方にシフトすることになる。そのため，長期の定常均衡における熟練労働者の数は減少する。こ

れは，世代間階層移動の停滞と所得格差の拡大を意味する。

命題1

熟練労働者になるために必要な教育費用に関する不確実性，すなわち個人の学習能力に関する主観的な

リスクが増大すると，定常均衡における世代間階層移動は減少し，所得格差は拡大する。

　自らの能力に関する不確実性，つまり熟練労働者になるために必要な費用に関する不確実性が増大す

ると，未熟練労働者の家計に生まれた個人の教育への支払許容額も，熟練の家計に生まれた個人の教育

への支払許容額もともに低下する。これは，不確実性が増大すると，教育を受けることを選択した時の

不確実な支出を避けて，確実に効用を得られる幼少期の消費を増やそうとするためである。この効果

は，定性的には，熟練労働者の家計の子供でも未熟練労働者の家計の子供でも同じであるが，定量的に

は2つの家計の間で異なる。不確実性が増大した時，未熟練労働者の家計の子供の支払許容額の方が熟

練労働者の家計の子供の支払許容額よりも大きく低下する。この違いは，消費からの期待限界効用の違

いによって説明することができる。

　未熟練労働者の家計の子供が親から受け取る移転所得は，熟練労働者の家計の子供が受け取る移転所

得よりも少ない。同じだけの教育費用を支払った場合，消費の水準は，未熟練労働者の家計の子供の方

が熟練労働者の家計の子供よりも低くなる。それゆえ，未熟練労働者の家計の子供の方が消費からより
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大きな限界効用を得ることになる。つまり，必要な教育費用が増加しそれを支払った場合，未熟練労働

者の家計の子供の方が熟練労働者の家計の子供よりも効用の減少が大きくなるのである。不確実性の増

大に伴い減少する期待効用にも同様のことが当てはまり，未熟練労働者の家計の子供の期待効用の減少

の方が熟練労働者の家計の子供のそれよりも大きくなるのである。それゆえ，不確実性が増大した時，

未熟練家計の上方移動は大きく低下するが，熟練家計の下方移動はそれほど大きく増加しない。

　いま見たように，不確実性の増大が長期定常均衡に与える影響は，所得に占める教育費用のシェアを

表す関数∫（K）の形状によって，定量的にはもちろん変化するが，定性的には変化することはない。し

かし，長期の定常均衡への移行過程は，∫（K）の形状によって定性的にも影響を受ける。以下では，初期

に定常均衡にあった経済において不確実性が増大した場合を例に考えてみよう。

　∫’（K）〈0である場合，図7（A）のように，熟練家計数E，は初期時点で大きく減少するが，新しい定

常均衡における労働者数E車，を下回る水準までは減少しない。E，はいったん大きく減少した後少しず

つ減少しながらE拳，に近づいていく。その過程で，所得格差は拡大し，階層移動は減少していく。この

場合，ショックの効果は，すぐには格差の固定化と拡大には反映されず，時間とともにその両方が経済

に浸透していくことになる。

E！＋

4．

　　　　　　　　　　E’　　　　E

図7（A）　σの増大の効果：s’（粉く0の時

E，

　これに対して，s’（K）＞0である場合，図7（B）のように，熟練家計数E，は初期時点で新しい定常均

衡における労働者数E寧1を下回る水準まで必ず減少することになる。その後は，循環的な変動を繰り返

しながら定常均衡に到達する。初期時点で熟練家計が定常均衡を下回る水準まで減少するのは，図から

明らかなように，先ほど述べた循環的な変動によるものである。また，不確実性の増大が教育への支払
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許容額に及ぼす影響が，2つの家計間で大きく異なる点にも注意する必要がある。

　不確実性が増大した際に，熟練労働者の家計に生まれた子供の支払許容額も未熟練労働者の家計に生

まれた子供の支払許容額も低下する点では同じである。しかし，未熟練労働者の家計の子供の方が大き

く低下するのである。それは，最初の定常均衡における消費の水準そのものが，未熟練労働者の家計の

子供の方が小さく，消費の限界効用が大きいことに起因する。消費の限界効用が大きい方が，不確実性

の増大によって被ると予想される損失，つまり期待効用の損失が大きくなるので，それを避けようとし

て，確実に効用を得られる消費の維持，不確実な教育支出の削減，という行動をとる。不確実性の増大

による下方移動の増加と上方移動の減少のために次期の熟練労働者が大きく減少するが，上方移動の減

少が貢献する部分が大きいのである。言い換えれば，このケースでは，不確実性の増大は両方のタイプ

の家計に負の影響を与えるが，その影響は未熟練家計に対しての方がより大きなものとなる。

E，＋

ElE曾　E E，

図7（B）　σの増大の効果：s’（玲＞0の時

命題2

定常均衡にある経済で個人の学習能力に関する不確実性が増大したとしよう。

（1）所得に占める教育費用のシェアが所得の増加とともに低下する場合，初期時点で世代間階層移動が

　減少し格差が拡大するが，新しい定常均衡におけるそれらの値をオーバーシュートすることはない。

　その後も階層移動は少しずつ減少していき格差も少しずつ拡大しながら新しい定常均衡に到達する。

（2）所得に占める教育費用のシェアが所得の増加とともに上昇する場合，新しい定常均衡における値を

　オーバーシュートするまで，初期時点で世代間階層移動が大きく減少し格差が大幅に拡大する。その

　後は，新しい定常均衡の周りで循環的変動を繰り返しながら定常均衡に到達する。
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　上述の命題は，熟練労働者になるための教育費用が所得の上昇に伴って急激に上昇する場合，不確実

性の増大は，格差の拡大や固定化を中期的にはより深刻にすることを意味している。別な見方をする

と，不確実性が高まった時に教育に対する適切な政策を行えば，この中期的な深刻化をある程度は緩和

できるということである。

4．結語

　すべての経済主体に良い影響だけを及ぼす経済現象はありえない。逆にすべての主体にとって悪い影

響だけを与える経済現象も存在しないであろう。経済的格差やその固定化ももちろんその例外ではな

い。格差の固定化によって，一部の人々は間違いなく便益を享受する。しかし，格差の固定化は，特定

の人々を貧しい状態にしておくという意味で容認できないだけではなく，経済全体のダイナミズムを失

わせるという点でも大きな問題である。特に世代を越えて格差が固定化されるようになれば，一種の階

級社会になってしまう。そこで，本稿では，Maoz　and　Moav（1999）によって展開された世代間階層移

動モデルを応用して，世代を越えた格差の固定化の問題を分析した。その際に，（1）教育費用に不確実

性を導入し，（2）教育費用関数を一般化する，という方向で彼らのモデルの拡張を試みた。

　分析の結果，教育費用に関する不確実性の増大は，長期の定常均衡における所得格差の固定化をより

強くすることが明らかになった。これは，低所得の人々の消費の限界効用が高所得の人々の消費の限界

効用より高いために，教育費用の不確実性の増大によって消費をあきらめることの機会費用が，低所得

者の方が低所得者より大きくなることに起因している。その結果，低所得者のうち教育を受けて高所得

者になろうとする人々が減少し，格差が固定化していく。この効果は，教育費用関数の形状とは無関係

に存在する。格差の固定化によって，高所得者すなわち人的資本がより大きい人々が相対的に少なくな

り，希少性が高まることの当然の帰結として，格差そのものも拡大する。

　長期の定常均衡に関する比較静学とは異なり，移行過程の動学的特性は，教育費用関数の形状に決定

的に依存する。不確実性が増大すると，教育支出が低下し人的資本の形成が抑制されるので，必ず所得

は減少する。所得に占める教育費用のシェアが，所得が減少するとともに増加する場合，所得の減少と

人的資本形成の下落は少しずつ進んでいき，やがて新しい定常状態に到達する。これに対して，所得が

減少するとともに所得に占める教育費用のシェアも減少する場合，人的資本形成は初期時点で大きく低

下し，定常均衡をオーバーシュートして，階層の階層移動は小さくなり格差が拡大する。その後は，新

しい定常均衡の周囲で循環を繰り返しながら定常均衡へと近づいていく。当然ながら，世代間階層移動

の大きさも格差も循環を繰り返すことになる。つまり，所得に占める教育費用のシェアが所得ともにど

のように変化するかが，格差の固定化と格差そのものの動学的振る舞いに決定的な役割を果たすのであ

る。

　本稿のモデルにおける世代間階層移動が経済厚生に持つ含意は一見明らかであるように思われる。な

ぜなら，最適な階層移動は，低所得者，高所得者にかかわらず，能力の高い者から順に，つまり教育費

用の低い者から順に教育を受ける時に実現するように思われるからである。それゆえ，親からの所得移
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転とは無関係に，学習能力に応じて教育を受けるのが良いように思われるかもしれない。しかし，この

点については若干の注意が必要である。

　親世代は，子供への所得移転から効用を得るので，自らの効用を高めるために子供への所得移転を

行っているのであるが，その所得移転が子供の人的資本の形成にも貢献する。ここで展開した単純化な

モデルでは，親からの所得移転がなければ，そもそも人的資本の形成ができない。仮に親からの援助以

外に教育費用の調達手段があったとしても，親からの援助は人的資本形成を促進するであろう。その時

の援助も親世代の効用と子供世代の人的資本形成の両方を高めることになる。各個人が，親になった時

の子供への所得移転も考慮して自らの教育投資を決めていることを考慮すると，所得移転は世代を越え

て二重に人的資本の蓄積に貢献していることになる。そのことで経済に階層が生まれ，それが再び人的

資本への投資に貢献しているとすれば，どのような世代間での階層移動が望ましいかについては簡単に

判断するのが難しい面がある。

　最適な階層移動の水準の問題は別にしても，階層移動の変動が全体として経済厚生の損失を生むこと

は間違いない。しかも，循環的な変動が生じるとすれば，それによって，経済的な階層が強く固定化さ

れる時期とそれほど固定化されない時期が存在することになるので，階層移動が困難な時に生まれた人

たちと階層移動が容易な時に生まれた人たちとの間に不平等が発生することになる。それゆえ，階層間

の流動性を高めることはもちろん，このような循環的変動を抑制して階層移動を中長期的に平準化する

ことが重要になる。

　経済階層あるいは社会階層，階層間の移動あるいは階層の固定化，さらにはそれらが人々の幸福や社

会に及ぼす影響に関する研究は，社会学，教育学，社会心理学といった，経済学以外の社会科学でも盛

んに行われている。本稿では，階層移動の固定化が大きく変動する可能性があることを指摘したが，石

田・三輪（2011）は，日本におけるホワイト上層雇用の閉鎖性が1990年代に一旦強まり2000年代に再び

弱まった可能性があることを指摘している。また，本稿のモデルでは教育選択において親世代の所得が

大きな役割を果たしているが，このことは吉田（2011）の研究によって支持されていると考えることも

できる。彼は「父所得によるこの教育格差は大きく，この差はコーホート間で縮まっていない．」と指

摘している。

　経済格差と階層移動の問題については，経済学的な分析を精緻化させることはもちろん重要である

が，それらと同時に隣接する社会科学の諸分野の研究も取り入れていくことが不可欠である。これらの

点については今後の研究課題としたい。
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